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○箱根町小児医療費助成事業実施要綱 

(目的) 

第1条 この要綱は、小児に係る医療費の一部を助成することにより、その健全な育成支援

を図り、もって小児の健康の増進に資することを目的とする。 

(用語の定義) 

第2条 この要綱において「小児」とは、学校教育法(昭和22年法律第26号)第1条に規定す

る中学校、義務教育学校の後期課程若しくは特別支援学校の中学部(以下「中学校等」と

いう。)を卒業した日又は同条に規定する中等教育学校の前期課程を修了した日の属する

月の末日(中学校等の卒業後又は中等教育学校の前期課程の修了後継続して入院している

場合には、その退院の日。ただし、その卒業した日又は修了した日の属する月の末日及び

その退院の日が満18歳に達した日の属する月の末日を経過している場合には、満18歳に

達した日の属する月の末日とする。)までにある者をいう。 

2 この要綱において「小児を養育している者」とは、次の各号のいずれかに掲げる者をい

う。 

(1) 小児を監護し、かつ、これと生計を同じくするその父又は母 

(2) 父母に監護されず、又はこれと生計を同じくしない小児を監護し、かつ、その生計

を維持する者 

3 前項各号の「父」には、母が児童を懐胎した当時婚姻の届出をしていないが、その母と

事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含むものとする。 

4 第2項第1号の場合において、父及び母がともにその父及び母の子である小児を監護し、

かつ、これと生計を同じくするときは、その小児は、その父又は母のうちいずれかその小

児の生計を維持する程度の高い者によって監護され、かつ、これと生計を同じくするもの

とみなす。 

(対象者) 

第3条 この要綱により小児の医療費の助成を受けることができる者(以下「対象者」とい

う。)は、箱根町内に住所を有する小児を養育している者で、その養育する小児の疾病又

は負傷について次の各号に掲げる法(以下「医療保険各法」という。)の規定により医療(乳

幼児及び児童以外の小児にあっては、入院に係る医療)に関する給付が行われるものとす

る。 

(1) 健康保険法(大正11年法律第70号) 

(2) 船員保険法(昭和14年法律第73号) 
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(3) 私立学校教職員共済法(昭和28年法律第245号) 

(4) 国家公務員共済組合法(昭和33年法律第128号) 

(5) 国民健康保険法(昭和33年法律第192号) 

(6) 地方公務員等共済組合法(昭和37年法律第152号) 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する小児は対象としない。 

(1) 生活保護法(昭和25年法律第144号)による保護を受けている小児 

(2) 児童福祉法に基づく措置により医療を受給している小児 

(3) 次に掲げる医療費助成事業により医療費の助成を受けることができる小児 

ア 箱根町重度障害者医療費助成要綱(昭和58年10月1日制定)による重度障害者医療費

助成事業 

イ 箱根町ひとり親家庭等医療費助成要綱(平成4年4月1日制定)によるひとり親家庭等

医療費助成事業 

(助成の範囲) 

第4条 町長は、対象者の疾病又は負傷について医療保険各法の規定により医療の給付が行

われた場合における医療費(診療報酬の額の算定方法によって算定された額、又はその法

令の規定に基づきこれと異なる算定方法によることとされている場合においては、その算

定方法によって算定された額を超える額は除く。)のうち、その法令の規定によって小児

に係る医療保険各法による世帯主若しくは被保険者その他これに準ずる者が負担すべき

額を助成する。 

2 前項の助成は、他の法令によって医療に関する給付を受けることができるときは、その

給付の限度において行わない。 

(助成の方法) 

第5条 医療費の助成は、病院、診療所又は薬局その他の者(以下「病院等」という。)に、

対象者が医療証を提示して診療、薬剤の支給又は手当を受けた場合に、町長が助成する額

をその病院等に支払うことによって行うものとする。 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、対象者に支払うこと

により医療費の助成を行うことができる。 

(1) 医療保険各法による療養費又は療養費に相当する家族療養費が支給されたとき。 

(2) 前号に規定する場合のほか、町長が特に必要があると認めるとき。 

3 前2項に規定する方法により医療費の助成を受けようとする対象者は、小児医療費助成

申請書(第1号様式)により町長に申請しなければならない。 
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4 前項の場合において、第2項第1号による支給がされたときは、療養費又は家族療養費の

支給を証する書類を添付しなければならない。ただし、箱根町が国民健康保険法による保

険者として小児に係る療養費を支給する場合における申請については、この限りではない。 

(医療費の助成決定等) 

第6条 町長は、前条第3項の申請があった場合において、同条第2項に規定する医療費の助

成を行うことを決定したときは小児医療費助成決定通知書(第2号様式)により、医療費の

助成を行わないことを決定したときは小児医療費助成申請却下通知書(第3号様式)により、

申請者に通知する。 

(医療証の申請、交付等) 

第7条 乳幼児及び児童の医療費の助成を受けようとする対象者は、町長に申請し、この要

綱による医療費の助成を受ける資格を証する医療証の交付を受けなければならない。 

2 前項に規定する申請は、小児医療費助成事業医療証交付申請書(第4号様式)に次に掲げる

書類を添えて行わなければならない。 

(1) 医療保険各法による被扶養者(国民健康保険法による場合は、被保険者)であることを

証する書類 

(2) 乳幼児及び児童を養育していることを証する書類 

(3) 対象者の前年(養育している乳児が1月1日から6月30日までの間に生まれた場合には、

前々年)の所得の状況を証する書類 

3 町長は、第1項の申請があった場合において、第3条に規定する対象者と決定したときは

医療証(第5号様式)を交付するものとし、同条に規定する対象者でない決定したときは小

児医療費助成事業医療証交付申請却下通知書(第6号様式)により通知する。 

(医療証の有効期間) 

第8条 医療証の有効期間は、満15歳に達した日以後の最初の3月31日までとする。 

(医療証の返還) 

第9条 対象者は、その資格を喪失したときは、速やかに医療証を町長に返還しなければな

らない。 

(医療証の再交付) 

第10条 対象者は、医療証を破り、汚し、又は失ったときは、小児医療費助成事業医療証

再交付申請書(第7号様式)により町長に医療証の再交付を申請することができる。 

(届出義務) 

第11条 対象者は、第7条第2項の規定により申請した事項に変更が生じたときは、小児医
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療費助成事業申請事項変更届(第8号様式)に医療証を添えて、速やかに町長に届け出なけ

ればならない。 

(受給資格消滅の通知) 

第12条 町長は、対象者がその資格を喪失したと認めるときは、小児医療費助成事業受給

資格消滅通知書(第9号様式)により当該対象者に通知する。ただし、対象者が死亡した場

合は、この限りでない。 

(譲渡又は担保の禁止) 

第13条 この要綱による医療費の助成を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供してはなら

ない。 

(第三者行為による損害賠償との調整) 

第14条 町長は、対象者に係る医療費の助成について、医療の原因が第三者行為によるも

ので、その者から損害賠償を受けたときは(医療に係る損害賠償に限る。)、その範囲にお

いて、この要綱に基づく助成を行わず、又は既に助成した額を返還させることができる。 

(助成費の返還) 

第15条 町長は、偽りその他不正行為によって、この要綱による医療費の助成を受けた者

があるときは、その者から助成を受けた額の全部又は一部を返還させることができる。 

(添付書類の省略) 

第16条 町長は、この要綱による申請書又は届出書に添付する書類により証明する事項を、

町が保有する公簿等により確認することができるときは、当該書類を省略させることがで

きる。 

(補則) 

第17条 この要綱に規定するもののほか、この要綱による助成の実施に関して必要な事項

は、別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この要綱は、平成7年10月1日から施行する。 

(箱根町乳幼児医療費助成要綱の廃止) 

2 箱根町乳幼児医療費助成要綱(平成5年4月1日施行)は、廃止する。 

(旧要綱の廃止に伴う経過処置) 

3 この要綱の施行前に、旧要綱に基づき療養の給付を受けた者についての医療の費用の支

給に関しては、なお従前の例による。 
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附 則 

この要綱は、平成9年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成13年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成16年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成17年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成17年9月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、公表の日から施行し、平成19年4月1日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成20年10月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成21年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成22年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成24年4月1日から施行する。 

附 則 

(施行期日) 

1 この要綱は、平成28年1月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正前の第4号様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用

することができる。 

附 則 

(施行期日) 

1 この要綱は、平成28年3月1日から施行する。ただし、第2条第1項の改正規定は、同年4

月1日から施行する。 

(経過措置) 
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2 改正前の第5号様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用

することができる。 

附 則 

(施行期日) 

1 この要綱は、平成29年10月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正前の第4号様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用

することができる。 

附 則 

(施行期日) 

1 この要綱は、平成30年1月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正前の第4号様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用

することができる。 
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第1号様式(第5条関係) 

第2号様式(第6条関係) 

第3号様式(第6条関係) 

第4号様式(第7条関係) 

第5号様式(第7条関係) 

第6号様式(第7条関係) 

第7号様式(第10条関係) 

第8号様式(第11条関係) 

第9号様式(第12条関係) 

 


